
 

○ 事務又は事業に関する情報 

【個情７８条７号柱書き（旧行個１４条７号柱書き，旧独個１４条５

号柱書き）関係】 

９ 答申１７（行個）２ 

「本人に係る薬事・食品衛生

審議会副作用被害判定部会

の議事録の一部開示決定に

関する件」 

 

・ 議事録の一部につき，委

員の意見の内容を明らか

にするものではないため，

７号該当性を認めなかっ

たもの 

３ 不開示情報該当性について 
（２）本件不開示部分の不開示情報該当性 

 本件対象議事録部分は，ａに係る副作用被害の判定（以下「本件

判定事案」という。）について，判定部会事務局が症例経過並びに

調査会が作成した判定調査表及び判定表（案）を説明し，それに基

づき，委員が医薬品と副作用との関係，救済給付の対象か否か，副

作用による健康被害の程度等について議論した部分であり，そのう

ち，委員の意見等が不開示とされている。（略） 
イ 本件対象議事録部分の２頁目の２６行目６文字目から２９文

字目までの部分について 
当該不開示部分は，判定部会の特定の委員（以下「特定委員」

という。）の発言の一部であり，特定委員が本件判定事案につい

ての意見を表明するに当たって，判定部会の資料の一部の記載に

言及した部分である。 
しかしながら，当該不開示部分には，特定委員の具体的な意見

が記載されているわけではないことが認められる。また，特定委

員が言及した判定部会の資料については，処分庁はこれを保有し

ていないとしていることから，当該不開示部分を開示しても，開

示請求者に他の委員の意見の内容が明らかになることもないと

考えられる。これらのことを踏まえれば，当該不開示部分を開示

しても，判定部会における今後の審議において，委員が救済給付

請求者等にとって不利益な発言を控えるなど，委員による率直な

意見の交換又は意思決定の中立性が損なわれるおそれがあると

は認められない。 
また，諮問庁は，委員の発言内容を知った救済給付請求者等が

当該発言者に対して誹謗，中傷等を行うといった事態が一度でも

起きれば，委員の委嘱が困難を極め，副作用被害の判定の事務の

遂行に支障を来すおそれがあるとも説明するが，当該不開示部分

には特定委員の具体的な意見が記載されているわけではないこ

とから，これを開示しても，開示請求者が判定部会の委員に対し

て誹謗，中傷等を行うとは考えられない。 
したがって，当該不開示部分を開示しても，厚生労働省が行う

医薬品副作用被害の判定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるとは認められず，当該不開示部分は，法１４条７号の

不開示情報には該当しないと認められる。 
10 答申１７（行個）４ 

「本人に係る人権侵犯被害

申告シート等の一部開示決

定に関する件」 

 

２ 不開示情報該当性について 
（２）不開示情報該当性について 
   本件対象保有個人情報を見分したところ，不開示とされた情報

は，特定の人権相談事件に関する，地方法務局における検討状況，

検討経過及び対応の方針等が具体的に記載されているものと認め



 

・ 相談を実施した日や相談

者への説明内容等の客観

的な事実経過や既に相談

者自身に告げた内容につ

いては，基本的には相談者

の知り得るところであり，

評価・意見に係る情報を除

けば，７号柱書きの不開示

情報には該当しないと判

断したもの 

・ 行政処理上の目的で記載

された情報であっても，保

有個人情報に該当すると

判断したもの 

られるので，当該情報は，法１４条７号の「国の機関が行う事務又

は事業に関する情報」に該当するものと認められる。 
 ところで，人権相談業務は，家庭，学校，職場等の様々な領域に

おける幅広い事象を扱うものであり，また，その内容も機微にわた

るものが多いものと考えられる。そして，強制力を持たない人権擁

護機関の措置においては，関係者への説明，説得が重要な要素とな

るとの諮問庁の説明も十分理解できるところである。 
   このような性質を有する人権相談業務に適切に対応するために

は，法務局内部において，忌憚のない意見交換を行い，十分な検討

を行う機会が確保される必要があるものと認められる。 
 かかる必要性にかんがみれば，本件の文書④ないし文書⑦に記載

された保有個人情報のような内部的な検討状況や検討経過等の情

報のうち，意見・評価に係るものについても，これを開示すること

となれば，法務局職員において，今後の事案検討に際し，検討内容

が開示された場合の影響等を憂慮するあまり，率直な意見を述べる

ことを差し控えるなどし，自由闊達な意見交換が行われなくなり，

ひいては適切な事案処理に支障を及ぼすおそれがあることは否定

できないことから，かかる意見・評価に係る情報は，法１４条７号

柱書きの不開示情報に該当し得るものと認められる。 
 他方，相談を実施した日や相談者への説明内容等の客観的な事実

経過や既に相談者自身に告げた内容については，基本的には相談者

の知り得るところであり，評価・意見に係る情報を除けば，これを

開示しても上記のおそれは生ぜず，法１４条７号柱書きの不開示情

報には該当しないものと認められる。（略） 
３ 保有個人情報該当性について 

審査請求人は，本件開示決定において対象とされなかった，文書⑨

の回答欄の下段のチェック欄及び結果欄に記載された情報が，開示請

求者の保有個人情報に該当する可能性がある旨指摘しているところ，

諮問庁は，当該情報は，法務局が統計処理等を行うために記載される，

専ら行政処理上の情報であり，法２条２項ないし３項に規定する個人

情報ないし保有個人情報に該当しない旨説明している。 
確かに諮問庁の指摘するように，専ら行政処理上の目的で記載され

た情報であって保有個人情報には該当しない情報ということも想定

し得るところであり，また，諮問庁から提示を受けて文書⑨の人権相

談票の内容を確認したところ，諮問庁が保有個人情報に該当しないと

した記載部分は，統計処理などに用いられるものと認められる。 
しかし，諮問庁が保有個人情報に該当しないとした部分は，開示請

求人に関して作成され，かつ，開示請求人の氏名が記載された１枚の

人権相談票の一部に記載されているものであることから，同人権相談

票に記載されている情報は，開示請求人の個人情報と見るのが自然で

あり，また，統計処理に供される部分も，統計処理前の当該人権相談

票に記載された状態では，特定個人が識別できる情報と言うほかな

い。 
したがって，文書⑨の人権相談票のうち，諮問庁が保有個人情報に

該当しないとした部分は，保有個人情報に該当すると認められ，当該

部分を本件対象保有個人情報として，改めて開示決定等すべきであ



 

る。 
11 答申１７（行個）５，６ 

「国家公務員採用Ⅱ種試験

における本人の個別面接評

定票の一部開示決定に関す

る件外１件」 

 

・ 個別面接評定表に記載さ

れた試験官の氏名，気づい

た点等の記録，評定項目ご

との評定，判定，判定の理

由及び意見，総合判定につ

いて，７号柱書き該当性を

認めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
（１）３名の試験官の氏名 

 人物試験における評価の信頼性，妥当性が確保されるためには，

試験官が受験者との面接の過程で自由に記録を記載し，面接で観察

したことや感じたことに基づいて率直な評定及び判定を行い得る

状況が前提となっていると認められる。 
 当該面接を担当した試験官の氏名が開示されれば，人物試験の結

果に納得しない受験者等から当該試験官に対して，評価に対する質

問や苦情，批判，いわれのない非難等がされるおそれがあることか

ら，試験官による受験者に対する適切な評価を困難にするなど，人

物試験の適正な事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると考えら

れる。 
 したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きの不開示情

報に該当すると認められる。 
（２）受験者との面接の際の各試験官による評定項目ごとの気づいた点

や感じた点についての記録 
   受験者との面接の際の各試験官による評定項目ごとの気づいた

点や感じた点についての記録が開示されれば，諮問庁が説明すると

おり，記録の内容における表面的な不一致や表現上の不適切さ等が

指摘されたり，記録の内容に対する質問や苦情，批判，いわれのな

い非難等がされるおそれがあることから，試験官が記録そのものを

控えたり，一般的な表現に差し替えるなど，面接評価に係る記載内

容が形がい化，空洞化し，受験者に対する適切な評価を困難にする

など，人物試験の適正な事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると

考えられる。 
   したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きの不開示情

報に該当すると認められる。 
（３）評定項目ごとの評定及び判定 
   評定項目ごとの評定及び判定は，対象官職への適格性の程度の段

階を記号で示したものである。 
   この評定及び判定の信頼性，妥当性が確保されるためには，試験

官が受験者との面接において観察したことや感じたことに基づい

て，自由かつ率直に評定及び判定を行い得る状況が前提となってい

ると認められる。 
 評定項目ごとの評定及び判定が開示されれば，諮問庁が説明する

とおり，評定及び判定における表面的な不一致等が指摘されたり，

評定及び判定に対する質問や苦情，批判，いわれのない非難等がさ

れるおそれがあることから，試験官の観察や率直な意見が評定及び

判定に反映されにくくなり，適正な評定及び判定並びに総合判定に

支障が生じることが十分に予想されることから，人物試験の適正な

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると考えられる。 
 したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きの不開示情

報に該当すると認められる。 
（４）判定の理由及び意見並びに総合判定の理由 

 判定の理由及び意見並びに総合判定の理由が開示されれば，諮問



 

庁が説明するとおり，これらの理由等の内容における表面的な不一

致や表現上の不適切さ等が指摘されたり，理由等の内容に対する質

問や苦情，批判，いわれのない非難等がされるおそれがあることか

ら，試験官が理由等の記載を控えたり，一般的な表現に差し替える

など，面接評価に係る記載内容が形がい化，空洞化するおそれがあ

る。 
   また，総合判定の理由が開示されれば，総合判定が３名の試験官

の合議により決定されることから，当該合議における率直な意見の

交換が損なわれるおそれがある。 
 したがって，受験者に対する適切な評価を困難にするなど，人物

試験の適正な事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあり，当該不開示

部分は，法１４条７号柱書きの不開示情報に該当すると認められ

る。 
○ ［参考答申］ 

答申１７（独個）１ 

「大阪大学大学院高等司法

研究科（法科大学院）学生募

集要項に基づく本人に係る

推薦書等の不開示決定に関

する件」 

 

・ 推薦書につき，一般に，

開示請求者以外の個人の

情報であって，開示請求者

本人の情報でもあるもの

について，当該個人が開示

請求者に開示することを

承諾している場合には，２

号ただし書イ該当性を認

めたもの 

・ 小論文の内容について，

採点者のコメントや配

点・減点などの書き込みが

なく受験者が作成した答

案用紙そのままの状態で

あれば，独個法１４条５号

柱書きないし同号ハの不

開示情報に該当するとは

認められないとしたもの 

・ 成績証明書等の個別点数

の情報につき，独個法１４

条５号柱書きないし同号

ハの不開示情報に該当す

るとは認められないと判

断したもの 

 
整理番号５の答申参照 

12 答申１８（独個）１ ２ 不開示情報該当性について 



 

「東京大学前期日程入学試

験理科一類における本人の

答案用紙の一部開示決定に

関する件」 

 

・ 答案用紙に記載された問

題ごとの素点について，独

個法１４条５号柱書き及

び同号ハ該当性を認めた

もの 

  （略） 
異議申立人は，開示すると入学試験事務に支障を来すおそれのある

部分（解答部分，コメント等）をすべて覆うなどの処置をして，答案

用紙の科類，氏名及び受験番号と採点結果の得点のみを開示すれば，

法１４条５号柱書き及び同号ハに該当しないと主張する。 
  これに対し，諮問庁は，問題ごとの素点を開示すると，問題別の配

点，答案の採点方法・評価基準等に係る機微な事項が推測され，その

ことが受験者の解答の仕方等にも影響を与え，加えて，他の受験者か

ら同種の請求が多数出され，上記の憶測がより詳細かつ正確に行われ

ることとなり，今後の入学試験における問題別配点の決定のみなら

ず，答案の採点や評価の仕方，ひいては問題の作成方法にも影響を与

えるおそれがあり，法１４条５号柱書き及び同号ハに定める入学試験

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると説明する。 
  さらに，諮問庁から聴取したところ，以下のとおり説明する。 
  東京大学の入学試験は，その多くが記述式であるため，問題ごとの

素点が開示されると，受験生や予備校等が情報を収集して集約するな

どの動きが懸念され，入学試験の採点が，どのような評価基準や採点

方法において行われるのかが推測されることとなる。これらの情報を

特定の個人やいわゆる受験技術を開発する業者等が持つことは，受験

生が入学試験対策を図る上で極めて有利になると考えられ，上記のよ

うな推測に基づく受験対策がされた場合，結果として，大学側の出題

範囲が制限され，良質の問題を作成する上で著しい支障が生ずること

が予想される。また，同大学の入学試験の結果（総得点及び科目別得

点）については，平成１７年４月に施行された個人情報保護法に基づ

き，多くの合格者を含む極めて多数の者から開示請求されたところで

ある。 
 以上の説明を踏まえ，当該入学試験に対する関心の高さと昨今の受

験産業の状況にかんがみれば，当該入学試験について，受験生や予備

校等ができるだけ情報を集めようとすることは，容易に推測すること

ができる。また，受験生自身には，自己の解答の内容が分かっている

ことから，これと問題ごとの素点を照らし合わせることにより，採点

者による評価基準や採点方法を推測することは，必ずしも正確な推測

ではないとしても，不可能ではないと考えられる。 
  これらの推測した情報を収集，集約して一部の受験生や予備校等が

持つことは，これらの者やその関係者が受験対策を図る上で有利にな

ると考えられ，今後の入学試験事務に関し，同大学による受験生の能

力に関する的確な事実の把握が困難になるおそれがあると認められ

る。 
 さらに，上記のような推測に基づく受験対策が広まった場合，大学

側においては，受験生の能力を的確に把握するために，こうした受験

対策のみでは容易に対応できない問題を作成する必要に迫られるこ

とが推測できる。したがって，結果的に大学側の出題範囲が制限され，

問題の作成方法にも影響を与えるおそれがあるという諮問庁の説明

に，特段不合理な点はない。 
 よって，本件対象保有個人情報のうち，異議申立人が開示すべきで

あるとする本件答案用紙に記載された問題ごとの素点については，こ



 

れを開示することにより，入学試験事務に関し，正確な事実の把握を

困難にするおそれ及び入学試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあり，法１４条５号柱書き及び同号ハに該当すると認められる

ので，当該部分を不開示としたことは，相当である。 
13 答申１８（独個）６ 

「法科大学院入学試験の法

律科目試験における本人に

係る各科目の点数等の不開

示決定に関する件」 

 

・ 本人の得点について，法

１４条５号ハ及び同号柱

書きに該当しないとした

もの 

 

 

 

２ 不開示情報該当性について 
（１）中間段階の資料であることについて 
   （略）本件対象保有個人情報を異議申立人に開示することによっ

て，どのような事情により法１４条５号ハ又は柱書きに規定する支

障が生ずるのかを具体的に明らかにしておらず，中間段階の資料で

あるということのみによって，直ちに法１４条５号ハ又は柱書きに

該当するということにはならないことから，当該説明は，首肯でき

ない。 
（２）総合審査の評価基準が判明することについて 
   （略） 
   このように，東京大学法科大学院の入学者選抜試験は，総合審査

方式（ＡＯ入試）であり，上記①から⑤までの各要素の評価（得点）

やその合計点などで合否が直接に判定されるものではなく，あくま

でも複数の入学者選抜審査委員の合議によって最終的な判断が行

われるものであるから，仮に，本件対象保有個人情報が本人に開示

されたとしても，総合審査の評価基準が判明するとは認められな

い。 
（３）審査担当者の率直な心証に影響を及ぼすことについて 

（略）まず，口頭説明において東京大学自身も述べているとおり，

東京大学法科大学院の入学者選抜試験が総合審査方式であること

は，学生募集要項にも明記されており，また，様々な機会を通じて

受験生に周知を図っているとのことであるから，上記（２）の①か

ら⑤までの各要素別の得点等の優劣は，それだけでは決定的な意味

を持たないことは既知のことと考えられ，本件対象保有個人情報が

開示され，高得点者であっても不合格になったり，あるいは，逆に

低得点の者が合格していることが判明したとしても，「合否判定に

おける表面的な不一致等が指摘される」ということはあり得ないこ

とと思われる。 
   次に，そもそも，総合審査方式として最終的な合否判定を合議で

行う入学者選抜審査委員の氏名は，通常，開示請求者のみならず，

一般に知り得ることとなるとは思われないが，仮に，これらの者の

氏名が一般に明らかになり，当該受験生や法科大学院受験予備校等

からの批判があり得るとしても，正当な批判であればこれを嫌忌す

べき理由はなく，また，不当な批判であれば，学問研究の自由の下

に真理を探求する大学教授等（入学者選抜審査委員）としては，そ

のような不当な批判に屈することなく毅然とした対応を採れば足

りるのであり，このことは，本件対象保有個人情報を不開示とする

根拠にはならない。 
（４）受験予備校の弊害（答案の画一化）が生ずることについて 
   （略） 
   当該説明は，次の理由から認められない。 

ア 本件は，個人情報保護制度に基づいて本人に対して本人の得点



 

の開示を求めるものであり，請求者を問わない情報公開制度によ

り，受験生の法律科目筆記試験の科目別得点の開示を求める場合

とは異なるのであるから，東京大学が説明するような受験予備校

による弊害が，現実感のあるものとして具体的に想定できるのか

については，疑問である。 
    つまり，東京大学が説明するような事象が発生するためには，

（ⅰ）受験予備校が，多数の受験生から各人が個人情報の開示請

求をして得た得点の情報を集め，これを分析すること，そして，

（ⅱ）受験予備校が「東京大学法科大学院の法律科目筆記試験の

採点（評価）傾向は見抜いた」と称し，それにより，当該受験予

備校に受験生のほとんどが集まるようになること，さらに，（ⅲ）

これらの受験生が，たとえ東京大学がどのような問題を出題しよ

うとも，それに応じて当該受験予備校の指導どおりの答案を書く

技能を身につけることになること，その結果，（ⅳ）ほとんどが

同一内容の答案となって，当該答案により受験生の優劣がつけら

れなくなるという事態が生ずることが要件となる。 
    受験産業が隆盛し，受験予備校間の競争が激しい現在，受験予

備校が試験に関する情報の収集に躍起になっており，それに呼応

して情報提供を行う受験生も存在すると考えられることからす

れば，入学志望者の多い，いわゆる有名大学の法科大学院の入学

者選抜に関しては，確かに，本件対象保有個人情報が開示される

ことになれば，（ⅰ）受験予備校が多くの受験生から選抜試験の

得点の情報を集め，分析しようとするであろうことは，あながち

否定できないところであるが，仮にそうであったとしても，（ⅱ）

上記（２）に示したとおり，得点によって単純に合否を判断する

ものではない総合審査方式による入学者選抜試験の一要素であ

る法律科目筆記試験の対策のために，果たして受験生がどの程度

当該受験予備校に実際に通うことになるのか，また，（ⅲ）仮に

大多数の受験生が当該受験予備校に通うとしても，そのほぼ全員

が，東京大学が出題するどのような設問に対しても，優劣をつけ

られないほどの全く画一化した答案を書くような事態が生ずる

のか，甚だ疑問であり，結局のところ，東京大学の主張は，受験

生本人の得点を本人に限り開示することとは直接の関係を有し

ない極めて迂遠な主張をしているものであり，そのような東京大

学の説明は首肯できない。 
イ また，東京大学は，「旧司法試験では，受験予備校の弊害が強

かったので新司法試験制度に移行することになったものであり，

本件対象保有個人情報を開示すると，旧司法試験の二の舞にな

る」とも説明する。 
    そこで，この点について検討すると，旧司法試験の論文式試験

の本人への成績通知制度は，当審査会の調査によれば，平成１４

年１月以降に実施されたものであり，仮に，東京大学が説明する

ように，旧司法試験の論文式試験の答案が画一化していたとして

も，それは平成１４年以降に突然画一化したものであるとは考え

られず，旧司法試験の論文式試験における答案の画一化は，本人

への成績通知とは無関係であったと考えるべきものと思われる。 



 

    更に言えば，平成１４年１月以降に実施された旧司法試験の論

文式試験の本人への成績通知制度においては，科目別の得点その

ものは通知の対象とされなかったのであり，それにもかかわらず

旧司法試験の論文式試験の答案は画一化していたということに

なるのであるから，およそ，科目別得点の本人への開示と答案の

画一化との直接の因果関係は認められず，「本件対象保有個人情

報を開示すると，旧司法試験の二の舞になる」との東京大学の主

張は，主張の基礎を欠いたものであり，認められない。 
    なお，平成１８年度から実施されている新司法試験制度におい

ては，本人からの求めがあれば，合格者・不合格者を問わず論文

式試験の科目別得点を本人に通知することとされているが，この

ことは，東京大学の上記主張が十分な根拠を有しないことの一つ

の現れであるとみることができる。 
14 答申１９（独個）１ 

「本人に係る面接時の録音

テープ等の不開示決定に関

する件」 

 

・ 面接官の発言部分につい

て，法１４条５号柱書きに

該当するとしたもの 

 

２ 不開示情報該当性について 
（２）しかしながら，本件対象保有個人情報は，本人に対する面接試験

における本人と面接官とのやり取りをそのまま記録したものであ

って，本人が承知している情報であることから，これを開示しても，

情報公開法に基づく開示とは異なり，本人に限って開示するのであ

るから，宮崎大学が説明する入学試験事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあるとは認められない。 
（３）ただし，宮崎大学の行っている医学部入学者を選抜するための本

件面接試験は，当時の宮崎大学医学部のホームページに掲載されて

いた医学科の入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）によれ

ば，「（ア）患者の痛みや苦しみを共感できる豊かな人間性を有して

いる人，（イ）医療人になろうという目的意識を持ち，医学を学ぶ

ために必要な幅広い基礎学力と応用能力を有している人，及び（ウ）

自ら課題を見つけ解決しようとする意欲と行動力を持っている人

を選抜するためのもの」であるから，単に知識あるいは学力の到達

程度をみるのではなく，宮崎大学医学部が求める資質を受験生が有

しているのかどうかを見極める，いわば受験生の人間性を評価する

という性格を有しており，受験生の人間性をどう評価・判断するか

は，人生経験を積んだ面接官による主観的判断を基本として行わざ

るを得ないものと思われるところ，本件対象保有個人情報のうち，

面接官の発言部分については，これを開示すると，その音声から，

氏名が公にされていない面接官の特定が容易になり，面接官が通常

許される範囲を超えて不合格の理由を詰問されたり，不合格とした

ことに対する苦情，批判，いわれのない非難を浴びせられたりする

おそれがあることは否定できない。 
   その結果，このような事態が生ずることをおそれ，面接官の任を

引き受ける者がいなくなったり，あるいは面接試験を廃止せざるを

得なくなったりすることが想定され，そのようなこととなれば，宮

崎大学が真に求める人材を選抜することが極めて困難になると考

えられる。 
（４）上記（２）及び（３）により，本件対象保有個人情報については，

異議申立人の発言部分については，法１４条５号柱書き及び同号ハ

の不開示情報に該当せず，開示すべきであるが，面接官の発言部分



 

（音声情報）については，これを開示すると入学試験事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあり，法１４条５号柱書きに該当する

ものと認められ，不開示が妥当である。 
15 答申２０（行個）３１ 

「特定日に三田労働基準監

督署長が行った本人に係る

労災保険給付の不支給決定

に係る調査復命書の一部開

示決定に関する件」 

 

・ 本人の労災請求事案につ

いて意見書を提出した医

師及び労災医員の氏名等

について，７号柱書き該当

性を認めなかったもの 

２ 不開示情報該当性 
（１）文書１ 

ア 医師及び労災医員から収集した情報について 
（イ）法１４条７号該当性 

医学的な判断を伴う特定の事案について，特定の医師又は労

災医員が意見を述べ，それが審査 請求人に開示された場合，

それと対立する別の意見が出され，当該医師又は労災医員との

論争が生じることは考えられないことではない。しかしなが

ら，本件においては，当該医師又は労災医員に対し，その意見

をめぐる論争の域を超えて，不法，不当な有形無形の圧力が加

えられることが当然に予想されるような事情は特段うかがわ

れないので，当該医師又は労災医員の氏名等を開示すると，当

該医師等が率直な意見を述べることをちゅうちょする等によ

り，労災認定に必要な医学的意見を得られなくなるおそれがあ

るとまでは認められない。 
したがって，当該部分は，これを開示しても，労災認定事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない

ので，法１４条７号柱書きに該当せず，また，上記（ア）にお

いて判断したとおり，同条２号にも該当しないことから，開示

すべきである。 
16 答申２１（行個）９６ 

「新司法試験における本人

の労働法の答案及び採点を

示す文書の不開示決定に関

する件」 
 
・ 新司法試験における労働

法の答案について１４条

７号柱書の不開示情報に

該当するとしたもの 

２ 本件対象保有個人情報１について 
 文書１は，異議申立人本人が作成した答案そのものであり，そこに

記載された本件対象保有個人情報１は，労働法の設問１及び設問２に

ついて本人が記載した解答であって，当審査会が見分したところ，当

該解答に対する配点・減点などの採点情報や採点を行った考査委員に

よるコメントなどの書き込みなどは記載されていないことが認めら

れる。 
（略） 

（２）旧司法試験においては，法解釈上の論点についての答案が数種の

パターンに区分できる程に，各受験予備校が受験指導の過程で示し

た論点ごとの模範答案を暗記し，それを答案として記載するという

受験技術の習得に走る受験者が多く，それらの受験者は各法分野に

ついて原理的，体系的に知識を習得する努力を怠ることになり，柔

軟な応用力を備えない者が合格点を得ることもあったといった弊

害が指摘され，そのような批判を踏まえ，法学教育，司法試験及び

司法修習を有機的に連携させたプロセスとしての法曹養成制度を

整備するという理念に基づく改革の一環として，司法試験制度の改

革が行われた。 
新司法試験の論文式試験の出題においては，設問事例の具体化，

詳細化や設問の工夫等により，事例解析能力，論理的思考力，法解

釈・適応能力等を判定できるよう対策がなされているところではあ

るが，法解釈上の論点にかかわる設問は必要であり，新司法試験の

考査委員の中からもそのような設問についての答案の画一化を懸



 

念する意見があることは無視できないものと認められる。このよう

な新司法試験を巡る実情は上記のような理念に基づく法曹養成制

度改革の一環としての新司法試験制度の趣旨を没却することに直

結するのみならず，一般に合格ライン付近に多くの受験者が集中す

る傾向がある中で合否の選別が行われることになるところ，法曹養

成制度改革の理念にそぐわない受験技術に偏った指導や模範解答

等による答案のパターン化が進めば，近似の答案が増加して，論文

式試験による選抜機能が低下し，新司法試験の本来の役割が損なわ

れるとする諮問庁の主張は，否定し難いところである。 
受験予備校による再現答案の収集，利用の状況を踏まえると，本

件対象保有個人情報１を開示すれば，受験予備校が他の相当数の受

験者に働き掛けて，同様の開示請求を行わせるがい然性は極めて大

きく，これに応じて開示することとなれば，再現答案に基づく分析

よりも実際に試験に提出した答案に基づく分析の方が現実に即し

たものであることは否定できないから，当該答案作成者の成績と併

せて，高成績を得やすい答案作成の技法等を今までより一層それら

しく説明することが可能となる。 
そして，受験回数が制限される新司法試験においては，このよう

な受験予備校が提示する技法等を安易に受け入れる受験者が多く

なり，上記のような法曹養成制度改革の一環としての新司法試験の

意義が没却されるおそれや，受験予備校での受験技術に強く影響さ

れた画一的な答案が増加し，法曹となるべき資格の有無を適切に評

価することが困難になるおそれが生ずるがい然性が高まり，その結

果，新司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼす具体的なおそれが

あると言わざるを得ない。 
（３）本件対象保有個人情報１が，評価，コメント等が何も記載されて

いない自らが作成した答案そのものであることからすると，本来，

その作成者本人が利用する範囲であれば，当該本人に対し開示する

のが相当であると考えられるところであるが，司法試験において

は，個人の権利利益の保護という法の目的を離れて，受験予備校等

が働きかけることにより，多数の受験者による開示請求が行われ，

その弊害が上記（２）のように予測される状況を踏まえれば，たと

え本人に対する開示であっても，司法試験事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあると言わざるを得ない。 
17 答申２１（行個）１０２ 

「本人に係るあっせん概要

記録票の一部開示決定に関

する件」 

 

・ 個別労働紛争解決促進法

に基づくあっせんに係る

あっせん概要記録票のう

ち，あっせんの被申請人が

主張した内容について，法

１４条７号柱書きに該当

するとしたもの 

２ 不開示情報該当性について 
諮問庁が不開示とすべきとしている部分は，審査請求人に係るあっ

せん概要記録票のうち，「あっせんの概要」欄の１１行目から１５行

目までであり，当該部分には，あっせんの被申請人があっせん委員に

対して主張した内容が，具体的かつ詳細に記載されている。 
強制的な手段を持たない個別労働関係紛争のあっせん制度は，もと

もと当事者間に紛争が生じている中，関係者の協力を得ながら紛争の

自主的解決を促すものであるから，被申請人の主張の内容等が申請人

である審査請求人にそのまま明らかにされた場合，被申請人が申請人

の反応を考慮して，あっせん委員による意見聴取への協力や，あっせ

んへの参加そのものをちゅうちょする等により，個別労働関係紛争の

解決促進に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼす可能性を否定でき



 

ない。 
したがって，当該部分は法１４条７号柱書きに該当し，同条３号イ

及びロについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当であ

る。 
24-37 答申２４（行個）１５１ 

「本人の労災事故に係る監

督復命書の開示請求に関し

埼玉労働局が保有する事務

処理決定に係る起案文書の

一部開示決定に関する件」 

 

・ 保有個人情報の開示請求

を受けて，保有個人情報該

当情報に関する開示・不開

示の判断等を行うため，厚

生労働省と開示請求を受

けた労働局との間でのや

りとりの過程に係る文書

に記載された情報につい

て，開示することにより，

開示請求に係る事務の適

正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあると認められ

るとして，１４条７号柱書

き該当性を肯定した例 

３ 不開示情報該当性について 

（１）文書２及び文書３（担当官が作成又は入手した文書） 

ア これらの文書は，保有個人情報の開示請求を受けて，特定の行

政文書ファイルの中から，審査請求人本人の保有個人情報として

の該当・非該当及び保有個人情報該当情報に関する開示・不開示

の判断を行うため，厚生労働省と開示請求を受けた労働局との間

でのやりとりの過程に係る文書である。 

当審査会において，これらの文書に記載された本件対象保有個

人情報を見分したところ，これらの文書は，①本省協議のための

処分庁の起案文や本省からの回答のためのファクス送信票等の

やりとりに係る文書等，②開示決定通知書の記載内容に関する処

分庁の本省協議案やそれに対する本省案等の開示決定通知書に

係る文書，③本件対象保有個人情報に関する処分庁の開示・不開

示の判断や本省の意見等が直接書き込まれた文書等の具体的な

開示情報の判断に係る文書等から構成されており，当該文書に記

載された情報は，審査請求人が知り得る情報ではなく，内部的な

協議・検討段階の不確定かつ未成熟なものであると認められるの

で，当該部分（以下のイの部分を除く。）に記載された情報は，

開示することにより，開示決定に至る事務手続に対する信頼を失

わせる可能性が生じる等，開示請求に係る事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められることから，法１４条７号柱

書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 
25-39 答申２５（行個）１２５ 

「磐田労働基準監督署長が

行った本人に係る療養補償

給付等不支給決定に関する

文書の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 審査請求人以外の第三者

からの聴取書について，こ

れを審査請求人が同僚か

ら入手し，承知していると

しても，これが開示される

と，今後，被聴取者が労災

請求人側又は事業場側の

一方に不利になる申述を

意図的に忌避するなどと

して，１４条７号柱書きに

該当するとした例 

３ 不開示情報該当性について 

（略） 

（１５）文書１５ないし文書２６は審査請求人以外の第三者の聴取書で

ある。 

ア 文書１７，文書１８及び文書２２ないし文書２５について 

審査請求人は，意見書において，これらの文書について，同僚

が個別に開示請求を行い，審査請求人の手元にあることから，不

開示とする理由がないと主張し，これらの文書を資料として添付

している。 

審査請求人が意見書に添付している資料を確認すると，文書１

７，文書１８及び文書２２ないし文書２５と，同一であると認め

られる。 

（略） 

（ウ）聴取の内容については，上記の理由により入手したものであ

り，審査請求人が承知している情報であるとしても，聴取書が

このまま開示されると，何らかの手法により入手した聴取書が

開示されるということが明らかとなり，被聴取者が労災請求人

等からの批判等を恐れ，関係者が認識している事実関係等につ

いて直接的な供述を行うことをちゅうちょし，労災請求人側又

は事業場側いずれか一方に不利になる申述を意図的に忌避す



 

るなど，公正で的確な労災認定を実施していく上で必要不可欠

な事実関係についての客観的申述を得ることが困難になるこ

とから，法１４条７号柱書きに該当し，同条２号について判断

するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

28-25 答申２８（行個）１７２，

１７３ 
「本人に係る外来診療録等

の一部開示決定に関する

件」 
 
・ 自衛隊病院において作

成される診療録は，患者

の人事に関する事項及び

部隊等の長を始めとする

関係者から聴取した事項

等についても記録し，病

院関係者間で適切な情報

共有を図るものであるこ

とから，その一部につき，

これを開示すると，今後

の自衛隊病院の事務の適

正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとして，法

１４条７号柱書きに該当

するとした例 

２ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 
（１）別紙２の番号５以外の不開示維持部分について 

ア 当審査会において見分したところ，当該不開示維持部分は，①

特定自衛隊病院Ａ及びＢの病院関係者が部隊等の関係者から異

議申立人の状況，人事等についての意見を聴取した結果，②当該

病院関係者の異議申立人の診療等に関する意見及び③当該病院

関係者等で協議した異議申立人への対応方針等をそれぞれ記載

した部分並びに④部隊の関係者が異議申立人の部隊における状

況に関して作成した資料であることが認められる。 
イ 自衛隊病院において作成される診療録について，諮問庁は，自

衛隊病院の性質等から，診療に関する事項のほか，患者の人事に

関する事項及び部隊等の長を始めとする関係者から聴取した事

項等についても記録し，病院関係者間で適切な情報共有を図るも

のであることから，当該不開示維持部分を開示すると，今後の同

種の診療を行う際に，部隊等の長を始めとする関係者からの協力

が得られなくなるほか，病院関係者が上記各事項を診療録に記録

することをちゅうちょするなどし，今後の病院事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある旨説明するところ，自衛隊病院の性

質等及び本件不開示維持部分の内容に照らすと，この説明は不自

然，不合理とはいえない。 
したがって，当該不開示維持部分については，これを公にする

ことにより，今後の自衛隊病院の事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあると認められるから，法１４条７号柱書きに該当

し，同条１号，２号及び７号ニについて判断するまでもなく，不

開示としたことは妥当である。 
29-27 答申２９（行個）１２２ 

「本人に係る平成２０年度

弁理士試験口述試験成績の

不開示決定に関する件」 
 
・ 異議申立人本人の弁理

士試験の口述試験成績に

つき，これを開示すれば，

口述試験の試験委員に対

する採点結果に対する苦

情，批判及びいわれのな

い誹謗中傷がなされるこ

とを恐れて試験委員の辞

退者が発生し，それによ

り委員を確保することが

困難になる等，処分庁に

おける適正な弁理士試験

２ 本件対象保有個人情報の不開示情報該当性について 
（略） 
（２）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，次のとお

りであった。 
ア 試験委員は，氏名及び担当科目が，弁理士試験施行内容ととも

に，官報において公告される。 
イ 口述試験は，各科目最大１０分程度を目安とし，それぞれ２名

の試験委員により実施される。受験者は各科目の試験室を順次移

動して，試問を受ける。試験委員の氏名は，受験者に伝えない。 
採点基準は，Ａ（良くできている），Ｂ（普通にできている），

Ｃ（不十分である）の３段階評価であり，採点は，同室２名の試

験委員で協議して決定し，３科目のうちＣ評価の科目が２科目以

上なければ合格となる。 
ウ 多くの試験委員は，所属する機関のウェブサイト等において，

氏名，顔写真，専門分野等を掲載しており，各受験者は，口述

試験において対面した記憶と，上記アにより公表された氏名及

び担当科目とを照合することで，口述試験を実施した試験委員



 

の運営及び事務の遂行に

支障を及ぼすおそれがあ

ると認められることか

ら，法１４条７号柱書き

に該当し不開示妥当とし

た例 

を容易に特定することができる。 
したがって，口述試験の科目別の成績を開示することにより，

各試験委員による採点結果が明らかとなり，その結果，当該試験

委員に採点結果に対する質問，苦情及び批判等が寄せられれば，

試験委員の自由で公正中立な採点を行うという基本的な姿勢に

対し萎縮的な影響を与え，受験者の弁理士としての適格性を総合

的に判断するという本来の採点の在り方が損なわれ，さらには受

験者からの質問，苦情及び批判等が寄せられることを理由に，試

験委員の辞退者が発生する可能性があるなど，当該試験の適正な

運営及び事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法１４条

７号に該当するとして不開示とした。 
（３）諮問庁から「平成２０年１月１８日付け官報」及び「弁理士試験

の具体的実施方法について（平成２０年３月２１日工業所有権審議

会弁理士審査分科会試験部会）」の提示を受けて確認したところ，

平成２０年度弁理士試験の実施方法及び試験委員名の公表につい

ては，諮問庁の上記（２）ア及びイの説明のとおりと認められる。 
また，当審査会事務局職員をして確認させたところ，試験委員の

氏名をインターネットで検索することにより，その所属する機関の

ウェブサイト等において多くの試験委員の顔写真が掲載されてい

ると認められることから，口述試験を実施した試験委員を容易に特

定できる旨の諮問庁の上記（２）ウの説明に不自然，不合理な点は

なく，本件対象保有個人情報を開示すると，採点結果に対する質問，

苦情及び批判等が寄せられることを理由に，試験委員の辞退者が発

生する可能性があり，それにより，試験委員を確保することが困難

になる等，特許庁における適正な弁理士試験の運営及び事務の遂行

に支障を及ぼすおそれがあると認められることから，法１４条７号

柱書きに該当するとして不開示としたことは妥当である。 
29-28 答申２９（独個）２０ 

「本人が特定期間に受験し

た定期試験の各科目の答案

用紙の一部開示決定に関す

る件」 
 
・ 大学の定期試験におけ

る本人の科目別合計得点

につき，１６科目中１４

科目はシラバスにおいて

評価基準等を明らかにし

ている実態を踏まえ，そ

もそも，評価基準等が明

らかになったとしても，

諮問庁が説明する支障は

生じないと判断するのが

合理的として，評価基準

等を明らかにしていない

２科目の合計得点も，法

２ 不開示維持部分の不開示情報該当性について 
（略） 
（２）不開示情報該当性について 
 （略） 

イ 以下，上記諮問庁の説明を踏まえ検討する。 
（ア）諮問庁は，上記アのとおり，科目の合計得点を開示すると，

審査請求人が有する「優・良・可・不可」の情報とあいまって

評価基準等が推測され支障が生じる旨説明するが，他方で，審

査請求人が開示を求める１６科目中１４科目については，シラ

バスにおいて成績評価の際の定期試験合計得点とその他の比

率を明示しているので既に評価基準等が明らかにされている

として合計得点を開示し，残り２科目の合計得点については評

価基準等が明らかにされていないので，不開示を維持すべきで

あるとしている。 
（イ）このように，相当数の科目において評価基準等を自ら明らか

にしている実態があるのであれば，そもそも評価基準等が明ら

かになったとしても諮問庁が上記ア（ア）で説明する支障は生

じないと判断するのが合理的であるところ，仮に，たまたま評

価基準等を自ら明らかにしていない２科目については，他の科



 

１４条５号柱書き及びハ

には該当しないとして，

開示すべきであると判断

した例 

目とは異なり，評価基準等が明らかになると，諮問庁が上記ア

（ア）で説明するような支障が生じる特段の事情があるという

のであれば，諮問庁は当該特段の事情を具体的に説明すべきで

あるが，諮問庁の説明からはそのような特段の事情の存在はう

かがえない。 
したがって，不開示維持部分は，法１４条５号柱書き及びハ

に該当するとは認められず，開示すべきである。 
30-40 答申３０（独個）３７ 

「本人による代理援助の報

酬に関する決定に係る再審

査の申立てに対し受任弁護

士が提出した意見書の不開

示決定に関する件」 
 
・ 受任弁護士からの不服

申立てにより報酬額が増

額変更され，被援助者で

ある審査請求人が再審査

を申し立てたことに対す

る受任弁護士の意見書に

つき，処分庁の業務方法

書に，不服申立てによっ

て原決定を変更するとき

は利害関係人に不服申立

てに対する意見を述べる

機会を与えなければなら

ないとされており，当該

受任弁護士は審査請求人

に当該意見書の記載内容

を知られることを承知し

ていると認められるとし

て，法１４条４号及び５

号柱書きには該当せず，

開示すべきと判断した例 

２ 不開示情報該当性について 
（略） 
（３）以下，検討する。 

代理援助事件の受任弁護士の所見・意見の中には，これを開示す

ると，被援助者からの非難や苦情等を避けるため，受任弁護士が率

直な評価に係る意見を記載せず，民事法律扶助審査に十分な資料が

提出されないようになり，センターにおいて事案に応じた適正な決

定等を行うことが困難になるおそれがあることから，法１４条５号

柱書きの不開示情報に該当すると判断されるものもある。 
しかしながら，本件対象保有個人情報は，上記（１）のとおり，

受任弁護士からの不服申立てにより報酬額が増額変更されたこと

について，被援助者である審査請求人が再審査を申し立てたことに

対する受任弁護士の意見書であるところ，センターの業務方法書に

よると，不服申立てによって原決定を変更するときは，利害関係人

に不服申立てに対する意見を述べる機会を与えなければならない

とされていることからすると，不服申立てをした受任弁護士は，利

害関係人である審査請求人に不服申立書の記載内容を知られるこ

とを当然承知しているものと認められ，同様に，再審査申立てに対

する受任弁護士の意見書の記載内容についても，審査請求人に知ら

れることを承知しているものと認められる。 
そうすると，本件対象保有個人情報を開示すると，受任弁護士が

審査請求人からの非難や苦情等を避けるため，率直な評価に係る意

見を記載せず，民事法律扶助審査に十分な資料が提出されないよう

になり，センターにおいて事案に応じた適正な決定等を行うことが

困難になるとは認め難く，また，受任弁護士が民事法律扶助事件の

受任を控え，ひいてはセンターの民事法律扶助事業の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるとも認め難い。 
したがって，本件対象保有個人情報は，法１４条４号及び５号柱

書きのいずれにも該当せず，開示すべきである。 
 

1-32 答申１（行個）１７ 
「本人に係る平成２９年度

税理士試験採点前解答用紙

（国税徴収法）等の一部開

示決定に関する件」 
 
・ 国税審議会が試験制度

全体の仕組みについて検

討を行うことが望まれる

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 
（略） 
（５）国家資格試験に関連する情報については，他の多くの国家資格試

験にみられるように，これを開示する方向にあり，ひとり税理士試

験のみがこれと異なってよいとされるわけではないと思われる。今

後，国税審議会が試験制度全体の仕組みについて検討を行うことが

望まれるが，少なくとも現時点において，当審査会が諮問庁の主張

するおそれはないと断じて，本件不開示部分の開示を認めることは

相当ではないと考える。 



 

としつつ，現時点におい

て，法１４条７号柱書き

に該当するとした例 
 

（６）したがって，本件不開示部分を開示することは，現時点では税理

士試験事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認めざる

を得ず，法１４条７号柱書きに該当するとして，不開示とすること

が妥当である。 
 

1-33 答申１（独個）４７ 
「本人のカルテに係る電子

カルテシステムアクセスロ

グの不開示決定に関する

件」 
 
・ 事件名の保有個人情報

を開示すると，附属病院

の診療方針に不用な誤解

や疑念を抱き，今後の診

療業務の適切な遂行に支

障を及ぼすとして全部不

開示としたことにつき，

審査請求人を担当した医

師以外の氏名は，当該病

院の診療業務の実施体制

等を考慮すると，上記説

明を否定し難く，法１４

条５号柱書きに該当する

が，審査請求人の担当医

師の氏名の外，その余の

職制等に係る情報は，上

記の支障が生じるとは認

められず，開示すべきと

した例 
 

２ 本件対象保有個人情報の不開示情報該当性について 
（略） 
（２）原処分は，本件対象保有個人情報を開示すると，審査請求人自身

の想定しない職員からのアクセスがあったという事実や，アクセス

の頻度といった表面的な事実のみを捉えて，自身の病態について疑

心暗鬼を生じたり，附属病院の診療方針に不用な誤解や疑念を抱い

たりするなど，附属病院と審査請求人との間の信頼関係を損ねるこ

とにより，診療業務の適切な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，法

１４条５号柱書きに該当するとして不開示とした。これに対し，審

査請求人は，患者のために主治医以外も電子カルテを閲覧すること

や特定の期間にアクセス頻度が高まることを理解したので，不開示

とする理由がない等と主張するところ，諮問庁は，審査請求人自身

の病態に関して，大学病院である附属病院の診療業務を正確に理解

するのは容易ではなく，自身の想定しない職員からのアクセスがあ

ったという事実や，アクセスの頻度といった表面的な事実のみを捉

えて，自身の病態について疑心暗鬼を生じたり附属病院の診療方針

について不用な誤解や疑念を抱いたりするおそれがないとは認め

られないとして，原処分維持が適当と説明する。 
以下，検討する。 

  ア アクセスをした者の氏名について 
  （ア）当審査会事務局職員をして，諮問庁に，アクセスをした者の

氏名に係る情報を不開示とする理由を改めて確認させたとこ

ろ，諮問庁は以下のとおり説明する。 
    ａ 附属病院における診療業務の体制及び事務実施の手法は，

相当程度まで複雑であり，特に２４時間体制交替制勤務を行

う中で，患者が受診している診療科の医師以外の様々な職種

の多くの職員が，患者の電子カルテにアクセスすることにな

っている。附属病院の医療業務の内実を知り得る立場にない

患者が，これらの体制や手法を理解することは相当困難であ

り，患者が想定し得ない者がアクセスすることはあり得る。 
    ｂ そうした状況の中で，審査請求人の電子カルテにアクセス

をした者の氏名を開示すると，審査請求人が想定し得ない者

がアクセスを行っていることを知ることで，自身の病態等に

ついて疑心暗鬼となり，それらの職員を千葉大学のウェブサ

イトで公表している情報やネームプレート等で特定し，自身

の電子カルテにアクセスをした理由や自らの病態等を問う

ことが想定される。 
    ｃ 附属病院では，医療を提供するに当たり適切な説明を行

い，医療を受ける者の理解を得るように取り組んでいるが，

主治医等の担当医師以外の者が，患者の病態等を適切に説明

することは困難であり，その場合，審査請求人は一層の疑心



 

暗鬼になるおそれがある。 
    ｄ そうすると，附属病院の診療方針について不用な誤解や疑

念を抱き，今後の附属病院の診療業務の適切な遂行に支障を

及ぼすおそれがあると認められる。 
  （イ）以下，上記諮問庁の説明も踏まえ，検討する。 
     本件対象保有個人情報は，大学の附属病院の電子カルテに対

するアクセスログであり，当該病院の診療業務の実施体制等を

考慮すると，上記諮問庁の説明は否定し難い。しかしながら，

審査請求人の診療を担当した医師については，診療する患者の

電子カルテにアクセスすることは自然なことであり，当該医師

がアクセスしている事実が明らかになっても，患者が疑心暗鬼

になることは考え難い。したがって，アクセスをした者の氏名

のうち，審査請求人の診療を担当した医師の氏名は，法１４条

５号柱書きに該当せず，開示すべきであるが，その余のアクセ

スをした者の氏名は，同号柱書きに該当すると認められるた

め，不開示としたことは妥当である。 
イ 職制に係る情報について 
（略） 
（イ）以下，上記諮問庁の説明も踏まえ，検討する。 
   職制に係る情報については，これを開示しても，アクセス

をした者の氏名やどの診療科に所属するかを特定することは

困難であると認められ，そうすると，審査請求人が，疑心暗

鬼になったり，附属病院の診療方針に不用な誤解や疑念を生

じたりすることは想定し難い。したがって，職制に係る情報

については，法１４条５号柱書きに該当するとは認められな

いことから，開示すべきである。 
ウ 操作日時等に係る情報について 
（略） 
（イ）以下，上記諮問庁の説明を踏まえ，検討する。 
   操作日時等に係る情報は，審査請求人の電子カルテにアク

セスした日時等に係る情報であり，これを開示したとしても，

そのことだけによって，上記（ア）で諮問庁が説明する支障

が生じるおそれがあるとは認め難い。したがって，操作日時

等に係る情報については，法１４条５号柱書きに該当すると

は認められないことから，開示すべきである。 
 

○ ［再掲］ 

答申５（行個）５００８ 

「本人の「帰国のための渡

航書」の作成と発給に関わ

る文書の一部開示決定に関

する件」 
 

・ 自らの「帰国のための

渡航書」に関する保有個

人情報の開示請求につい

 整理番号４―２３の答申参照 



 

て，渡航書発給申請書の

「外務省記載欄」に記載

された特定日付及び特定

番号を不開示とした原処

分に対し，本来開示を予

定していない「外務省記

載欄」に記載されていて

も，特定日付及び特定番

号から直ちに検討・協議

の内容や根拠情報が明ら

かになるとはいえず，他

に具体的な説明もないこ

とから，旅券業務，法人

援護業務の適正な遂行に

影響を及ぼすおそれは認

められないとして，開示

すべきとした例 

 
4-24 答申４（独個）５００４ 

「特定事案に関し労働基準

監督署から受けた是正勧告

書等の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 労働保険審査会が送付

した資料（事件プリント

プリント）により既知の

情報であると審査請求人

が主張する場合であって

も，国立大学法人である

諮問庁において当該文書

の入手ができない以上は

一律不開示とせざるを得

ないとする諮問庁の説明

を認め，法１４条５号柱

書きに該当するとした例 

 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，おおむね以下の

とおり説明する。 

全ての不開示部分は，今後，同種ハラスメント案件の調査・分

析及び審議・検討等を行う際，事案の検証や事実の判断・分析を

するための調査・審議・検討に係る具体的な調査・検討手法や個々

の分析・判断基準等を推測することが可能となってしまう情報で

あり，これを開示すると調査対象となる関係者が種々の対策を講

じることを容易にする。また，秘密の保持を前提として行う申立

人以外の関係者等への事情聴取内容が知られることで当該関係者

が誹謗や中傷を受けるとともに，当該関係者等からの信頼が失わ

れ，関係者等からの協力が得られなくなるおそれがある。 

これらは，琉球大学における今後のハラスメント事案に関する

事情聴取・調査・検証・分析及びその審議・検討等の事務の適正

な遂行に多大な支障となるおそれがあり，本件不開示文書にて不

開示とした部分は，いずれも法１４条５号柱書きに該当する。 

（２）また，審査請求人は，不開示部分には，労働保険審査会から開

示を受けた「事件プリント」により既知の情報が含まれている旨，

意見書において主張する。そこで，当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明

する。 

ア 「事件プリント」に関して厚生労働省労働基準局総務課に問

い合わせ，大要以下の説明を受けた。 

（ア）個別案件の内容についてはお答えできないので一般的な観

点からのみ回答する。 

（イ）労災保険に係る不服申立てにおいて再審査請求があった場

合，労働保険審査会は，当初審査請求を受けた地方の労働基

準監督署等が保有している文書を受け，当該案件に関連する



 

資料を「事件プリント」として取りまとめ，請求人に送付し

ている。 

（ウ）「事件プリント」は，関係機関から提出された資料をその

まま用いるのではなく，当該資料に掲載された請求人以外の

個人情報部分にマスキングしている。 

イ 「事件プリント」には，特定日Ｊ付けで琉球大学が特定労働

基準監督署から「労災保険給付請求事案に関する資料の提出に

ついて」という件名で依頼を受け，特定日Ｉに琉球大学から同

労働基準監督署に提出した書類が含まれていると推測され，ま

た，この提出書類には，本件対象保有個人情報の一部も含まれ

ている。 

しかしながら，上記のとおり労働保険審査会は個別案件の内

容については回答できないとのことであるから，「事件プリン

ト」にどのような書類が含まれ，どの部分が黒塗りされている

か，琉球大学では知り得ず，本件対象保有個人情報と「事件プ

リント」を並列で見比べ，「審査請求人が既知の情報であるか

ら，全部開示すべき」という審査請求人の申立てに同意し，応

じることはできない。 

（３）本件対象保有個人情報に係る各文書の作成又は取得に係る諸経

緯，時期，その記載内容等に鑑みれば，不開示部分を開示するこ

とにより生じる「おそれ」に係る上記（１）の諮問庁の説明及び

上記（２）の説明は，不合理であるとはいえず，これを否定し難

い。 

したがって，不開示部分は，いずれも法１４条５号柱書きに該

当し，同条２号及び４号について判断するまでもなく，不開示と

したことは妥当である。 

 

4-25 答申４（独個）５００９ 

「本人が特定日に問合せを

した記録の一部開示決定に

関する件」 
 

・ 電話応対の際に法テラ

スの担当者が運用として

行った手続に関する記載

の部分について，当該手

続は，法テラスが実施す

る業務において通常想定

され得る常識的な手続で

あり，これを開示しても，

手続に対する意見や苦情

等を誘引し，その事務又

は事業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがある

とまでは認め難く，法１

４条５号柱書きに該当し

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，不開示部分は，

センター内部において，電話応対の際，運用として行っている手

続が記載されており，センターの手続に対する意見や苦情等を誘

引するおそれがあり，ひいてはセンターの事務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，当該箇所は法１４条５号

柱書きに該当する旨説明する。 

（２）当審査会において，本件対象保有個人情報を見分したところ，

不開示部分は，電話応対の際，センター担当者が運用として行っ

た手続に関する記載であることが認められる。当該手続は，セン

ターが実施する業務において通常想定され得る常識的な手続であ

り，これを開示しても，センターの手続に対する意見や苦情等を

誘引し，その事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとまでは認め難い。 

したがって，不開示部分は，法１４条５号柱書きに該当せず，

開示すべきである。 

 



 

ないとした例 
 

5-35 答申５（独個）１６ 

「本人に係る職務試行法評

価票の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 協力事業所担当者によ

る評価等が記録された部

分につき，これを開示す

ると対象者の特性の的確

な把握が困難となり，今

後の職務試行法事業の適

正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとして，法

７８条７号柱書きに該当

するとした例 
 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象保有個人情報は，審査請求人に係る評価票（以下「本

件文書」という。）に記録された保有個人情報であると認められ，

不開示部分は，協力事業所の担当者名並びに事業所所見欄におけ

る，各評価項目に係る評価選択欄及び総合評価に係る評価選択欄

であると認められる。 

（２）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し改めて確認させたとこ

ろ，諮問庁はおおむね以下のとおり説明する。 

ア 利用者の職業的諸特性を評価することを目的として実施する

職務試行法において，協力事業所担当者の率直な意見は不可欠

であるところ，評価票を事前に渡し，一部記入していただく場

合は，当該率直な意見が事業所所見欄に記載される必要がある。 

イ 本件文書の１枚目は協力事業所担当者から聴取した内容と機

構担当職員が把握した内容を総合的に勘案し作成された評価票

であり，本件文書の２枚目は協力事業所担当者が機構担当職員

からの聴取前に一部記入した評価票である。 

ウ 本件文書の１枚目にある事業所所見欄は，本件文書２枚目の

事業所所見欄を転記したものであり，両欄は同様に協力事業所

担当者の所見が記載されているものである。当該欄及び協力事

業所担当者名が開示されることとなれば，同様の事案において，

協力事業所担当者が率直な意見を述べることをちゅうちょする

ことにより，対象者の特性の的確な把握が困難となり，ひいて

は今後の職務試行法事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

ある。 

エ なお，職務試行法を実施した場合，機構職員，事業所担当者

及び利用者と振り返りを行う機会を設定し，利用者自身の自己

評価等を確認しつつ，事業所担当者や機構職員からもフィード

バックを行う場合が多く，本件においても同様のフィードバッ

クを行っているが，その際に，本件文書そのものを提示等して

おらず，不開示部分に相当する内容を読み上げたといった事実

も確認できない。 

（３）本件文書に係る上記諮問庁の説明に不自然・不合理な点は認め

られず，不開示部分を開示すると，職務試行法事業の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとする諮問庁の説明は，是認できる。 

よって，当該部分は法７８条７号柱書きに該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

 

 
 
 



 

【個情７８条７号ハ（旧行個１４条７号イ，旧独個１４条５号ハ）関

係】 

18 答申１７（行個）７ 

「国税専門官採用試験におけ

る本人の性格検査に基づく質

問参考資料の一部開示決定に

関する件」 

 

・ 性格検査の質問参考資料

につき，７号イ該当性を認

めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
当審査会において本件対象保有個人情報が記載された「性格検査に

基づく質問参考資料（国税）」を見分したところ，「傾向の有無」等の

検査結果をチェックする欄には，性格検査の結果が，特定の尺度ごと

に，それぞれの傾向について，「あり」又は「顕著にあり」等の欄にチ

ェックマークを付すことによって示されている。 
また，本件性格検査と同様の性格検査は，国家公務員採用Ⅰ種試験

等の他の公務員試験等においても採用されていることが認められる。 
当該検査結果が開示されれば，受験者が性格検査の結果として判定

された「傾向の有無」と自らの質問項目に対する回答内容との照合を

行うことにより，質問項目と性格検査の結果との関係が推測される可

能性がある。その推測した内容を分析すれば，その推測が妥当である

か否かにかかわらず，性格検査における回答の方向性が今後の同種の

試験の受験者に示唆されることとなるため，当該受験者自身や当該受

験者からその推測した内容を伝え聞いた他の受験者にある種の回答傾

向が生じてしまう可能性があり，性格検査の実効性が阻害され，公務

員試験等に係る事務に関し正確な事実の把握を困難にするおそれがあ

ると考えられる。 
したがって，当該不開示部分は，法１４条７号イの不開示情報に該

当すると認められ，不開示とすることが相当である。 
19 答申１８（行個）１２ 

「札幌国税局資料調査課が実

施した本人に係る税務調査に

関係する記録及び関係書類の

不開示決定に関する件」 

 

・ 調査経過の報告を受けた

復命書等について，７号イ

該当性を認めたもの 

・ 調査着手時に保有してい

た資料情報について，７号

柱書き及び同号イによる存

否応答拒否を認めたもの 

２ 本件対象保有個人情報１の不開示情報該当性について 
（略） 

  税務調査は，国税当局の判断により適時に実施されるものであり，

事業を営む個人や法人に対する税務調査については，通常，１回限り

のものではなく，特に非違が認められた納税者の場合には，相当期間

経過後に再度税務調査が行われることも十分に想定されるものであ

る。 
  以上のことからすれば，本件対象保有個人情報１のような情報を当

該納税者本人に開示した場合には，当該納税者においては，自らの事

業や経営内容等に対する国税当局の認識の程度，国税当局が同人を当

該税務調査の対象に選定した理由，国税当局が行った調査の方法，国

税当局が非違を発見するに至った端緒並びに当該納税者の取引先等に

対する反面調査をも含めた当該税務調査の対象範囲，深度及び経過な

ど，国税当局が把握する自らに関する情報を詳細に知り得ることとな

るのは明らかである。その結果，当該納税者が今後の自らに対する税

務調査（再調査）への対策を講じたり，税額計算上の不正手口の巧妙

化を図ったりすることが可能となるなど，租税の賦課又は徴収に係る

事務に関し，国税当局による正確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為の発見を困難にするおそれがあると認めら

れ，このことは本件においても同様である。 
  したがって，本件対象保有個人情報１は，法１４条７号イの不開示

情報に該当することから，その全部を不開示とすることが相当である。 



 

３ 本件対象保有個人情報２の存否応答拒否の妥当性について 
（２）存否応答拒否の妥当性について 
   諮問庁は，「国税当局が審査請求人に関する資料情報を調査着手時

に保有していた事実の有無を明らかにした場合には，国税当局が特

定の納税者に関してどの程度の情報を把握しているか，あるいは国

税当局が何に着眼して調査対象者の選定を行っているか，といった

税務調査の手の内を示す結果を生じさせることになる」旨説明する。

（略） 
   上記のとおり，資料情報は，納税者の申告内容が適正かどうかを

審査するための重要な手掛かりであり，主に調査対象者の選定に活

用されるものであることからすれば，国税当局が，申告内容の適否

の審査を行う対象者本人に対して，その者に関する資料情報を保有

しているか否かを答えることは，審査の材料を持っているかどうか

という手の内を明かす結果となるものである。特に，国税当局が特

定の納税者に係る資料情報を保有していない場合において，当該納

税者本人にその旨を答えた場合には，当該納税者においては，国税

当局が自らの特定の取引等を把握していないことを知り，当該取引

等に係る所得を申告対象から除外したり，その状態を継続したりす

るなど，税額計算上の不正手口の巧妙化を図ることが可能となるこ

とは否定できない。また，調査対象に選定された者に対して，その

者に係る資料情報の保有の有無を答えることは，国税当局がその者

に関してどの程度の情報を把握しているか，あるいは国税当局が申

告書等のみに着目してその者を調査対象者として選定したのか，そ

の他の情報を基に選定したのかといった税務調査の手の内を推察さ

せることになり，その結果，その者においては，今後の自らに対す

る税務調査（再調査）への対策を講じたり，税額計算上の不正手口

の巧妙化を図ったりすることが可能となるものと認められる。 
   このことは，本件においても同様であり，本件税務調査の着手時

における資料情報の保有の有無を答えることにより，租税の賦課又

は徴収に係る事務に関し，国税当局による正確な事実の把握を困難

にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはそ

の発見を困難にするおそれがあるものと認められる。 
   加えて，上記のとおり，資料情報が申告納税制度の下で国税当局

が適正・公平な課税を実現する上で不可欠な役割を担っていること

を考慮すれば，本件対象保有個人情報２のような納税者本人に係る

資料情報の存否に関する情報について，逐一，開示請求に応じて答

えていくとした場合には，税務調査の手の内が明らかになることに

より，資料情報制度そのものの実効性を損わせ，ひいては税務行政

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものと認められる。 
   したがって，本件対象保有個人情報２の存否を答えるだけで，法

１４条７号柱書き及び同号イの不開示情報を開示することとなるた

め，法１７条の規定により本件開示請求を拒否すべきものと認めら

れる。 
○ ［参考答申］ 

答申１８（独個）１ 

「東京大学前期日程入学試験

 
整理番号１２の答申参照 



 

理科一類における本人の答案

用紙の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 答案用紙に記載された問

題ごとの素点について，独

個法１４条５号柱書き及び

同号ハ該当性を認めたもの 

○ ［参考答申］ 

答申１８（独個）６ 

「法科大学院入学試験の法律

科目試験における本人に係る

各科目の点数等の不開示決定

に関する件」 

 

・ 本人の得点について，法

１４条５号ハ及び同号柱書

きに該当しないとしたもの 

 
整理番号１３の答申参照 

○ ［参考答申］ 

答申１９（行個）１１２ 

「平成１７年度に本人が行っ

た申告に関し，特定労働基準

監督署が交付した行政指導文

書の控の不開示決定に関する

件」 

 

・ 本人が自身の労働条件に

係る事業場の法違反につい

て申告したことに基づき監

督署が臨検監督し交付した

行政指導文書に関し，法違

反の条項について法１４条

３号イ，５号及び７号イ該

当性を否定し，開示すべき

としたもの 

 
整理番号８の答申参照 

○ [再掲] 

答申２５（行個）８５ 

「本人が被災した労働災害に

係る災害調査復命書等の一部

開示決定に関する件」 

 

・ 災害調査復命書に添付さ

れた事業場の作業現場等の

写真について，当該事業場

に勤務していた審査請求人

には知り得る情報であるこ

整理番号２５－３８の答申参照 



 

となどから，１４条３号イ

及び 7号イに該当しないと

した例 

○ ［再掲］ 

答申２９（独個）２０ 

「本人が特定期間に受験した

定期試験の各科目の答案用紙

の一部開示決定に関する件」 

 

・ 大学の定期試験における

本人の科目別合計得点につ

き，１６科目中１４科目は

シラバスにおいて評価基準

等を明らかにしている実態

を踏まえ，そもそも，評価

基準等が明らかになったと

しても，諮問庁が説明する

支障は生じないと判断する

のが合理的として，評価基

準等を明らかにしていない

２科目の合計得点も，法１

４条５号柱書き及びハには

該当しないとして，開示す

べきであると判断した例 

 整理番号２９－２８の答申参照 
 

 



 

【個情７８条７号ニ（旧行個１４条７号ロ，旧独個１４条５号ニ）関

係】 

20 答申２０（行個）３ 

「本人からの当事者照会に関

し法務局が特定弁護士と打ち

合わせた内容等が分かる電話

聴取書等の不開示決定に関す

る件」 

 

・ 訴訟が確定した特定個人

の民事裁判に係る当事者照

会について相談打合せした

内容が分かる「電話聴取書」

等の一部（聴取年月日及び

聴取内容の要旨）について，

法１４条７号ロ該当性を認

めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
（１）文書の表題及び文書中の各項目名について 

文書の表題及び文書中の各項名を開示し，これによって電話聴取

書の枚数が明らかになったとしても，全体として何回の検討・打合

せが行われたかは明らかとはならないと認められる。そして，電話

聴取書は，訴訟手続を前提とはするが，訴訟手続そのものではない

当事者照会の手続におけるものであり，また，諮問庁から当事者照

会書の提示を受けたところ，その照会事項は，限定されたものであ

ると認められるので，文書の表題及び各項目名を開示することによ

って訴訟手続全体に対する行政機関側の取組姿勢等が具体的に明ら

かとなるとは言えない。 
したがって，法１４条７号ロ及び６号の不開示情報に該当せず，

開示すべきである。 
（２）聴取年月日について 

当事者照会書は，その回答期限が１週間以内とされていることか

らすると，聴取年月日を開示すると回答期限との関係で行政機関側

の取組姿勢等が明らかになり，国の当事者としての地位が不当に害

されるおそれがあると認められる。 
したがって，法１４条７号ロに該当するので，不開示としたこと

は妥当である。 
（３）相手方氏名等について 

電話聴取書の相手方欄に記載されているのは，本件当事者照会の

回答案作成につき大阪法務局との打合せに対応する大阪大学の事務

窓口あるいは弁護士の氏名であると認められる。 
まず，事務窓口については，これがどの部門であるかが分かった

としても，国の当事者としての地位を不当に害するおそれがあると

は認められない。そして，同欄に記載されている氏名については，

当事者照会に対する回答書において，被告指定代理人の一人として

記載されている者であることが認められる。 
次に，電話聴取書の相手方欄に記載されている弁護士の氏名は，

当事者照会に対する回答書において被告訴訟代理人として記載され

ているところ，本件は，弁護士選任事件であるので，当該弁護士の

氏名が分かったとしても，国の当事者としての地位を不当に害する

おそれがあるとは認められない。 
したがって，法１４条７号ロ及び同条６号の不開示情報に該当せ

ず，開示すべきである。 
（４）聴取者氏名等について 

当該訴訟の当事者であった者が，自己についての保有個人情報の

開示を求めているものであって，当該訴訟を大阪法務局訟務部が担

当していたことは明らかであり，当事者照会書には国の指定代理人

として大阪法務局訟務部の特定部門が記載されていることからする

と，特定部門名を開示したとしても，国の当事者としての地位を不



 

当に害するおそれがあるとは認められない。 
また，聴取者の氏名については，当事者照会に対する回答書にお

いて，被告指定代理人の一人として記載されていることが認められ

る。 
したがって，法１４条７号ロ及び同条６号の不開示情報に該当せ

ず，開示すべきである。 
（５）事件名について 

事件名を開示すると電話聴取書の枚数が分かることとなるとこ

ろ，上記（１）のとおり，電話聴取書の枚数が分かっても検討・打

合せの頻度や当該訴訟に対する行政機関内部の取組姿勢等が具体的

に明らかになるとは言えないことからすると，事件名は，法１４条

７号ロ及び同条６号の不開示情報に該当しないと認められる。した

がって，開示すべきである。 
（６）聴取内容の要旨 

不開示部分には，訴訟当事者の手の内情報に当たる当事者照会に

対する対処方針が協議されていると認められるので，これを開示す

ることにより，国の当事者としての地位が不当に害されるおそれが

あると認められる。 

したがって，法１４条７号ロに該当するので，不開示としたこと

は妥当である。 

21 答申２１（行個）２ 

「裁判書類一式（課内：厚生

労働省との打合せ文書を含

む）の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 経過報告の内容の一部に

つき，国の訴訟対応方針等

に係る検討・協議に支障を

来たす問うのおそれがない

として，法１４条７号ロに

該当せず，部分開示すべき

とした事例 

２ 本件対象保有個人情報の不開示情報該当性について 

（２）文書８について 

（ア）文書８は，法務省大臣官房訟務部門並びに各法務局訟務部及び

地方法務局訟務部門の担当者が当該訴訟の期日における訴訟活動

の内容や状況等を上司等に報告するために作成した経過報告であ

り，処分庁は，様式及び契印を除く報告局，発送年月日，担当別，

法務省主管課，事件の表示，相手方氏名，今回期日（期日，手続

の別，結果及び裁判官名），出頭者（法務局，行政庁及び相手方の

氏名），次回期日，添付書類の名称，次回の予定及び経過要旨を不

開示としていることが認められる。 

上記不開示部分の不開示情報該当性について検討すると，不開

示部分のうち，発送年月日，添付書類の名称，次回の予定及び経

過要旨については，訴訟の一方当事者である国の訴訟対応方針等

に係る検討，協議における率直な意見等が記載されており，これ

を開示すると，経過報告に本来記載すべき報告事項を記載するこ

とを控えることにもなり，その結果，訟務部局内部において，上

司等の関係者に報告すべき事項が適切に報告されず，上司等の関

係者が各事件の経過を的確に把握することができなくなるため，

訟務部局内部における検討・協議に支障を来したり，上司から各

事件担当者に対し，訴訟対応についての的確な指示がされなくな

るおそれがあると認められることから，法１４条７号ロに該当し，

不開示が妥当である。 

（イ）しかし，上記のように不開示を妥当とした部分を除く不開示部

分のうち，事件の表示，相手方氏名，今回期日（期日，手続の別，

結果及び裁判官名），出頭者（法務局，行政庁及び相手方の氏名）

及び次回期日は，本件開示請求が，審査請求人自身の特定裁判所



 

における特定事件番号の事件の裁判書類に係るものであって，当

該事件の裁判手続によりその内容が審査請求人に明らかになって

いることから，当然，審査請求人が知り得る情報であり，「手の内

情報」とは言えず，これらを開示しても，訟務部局内部における

検討・協議に支障を来したり，上司から各事件担当者に対し，訴

訟対応についての的確な指示がされなくなるおそれ又は国等の訴

訟対応方針について一方的な評価や誤解を招くおそれがあるとま

では認められないので，法１４条７号ロ及び６号の不開示情報に

該当せず，開示すべきである。 

また，報告局，担当別及び法務省主管課については，文書１及

び文書１２において，経過報告でいう「報告局」，「担当別」及

び「法務省主管課」の各欄に記載された事項と同一の事項が開示

されており，審査請求人が知り得る情報であることから，本件に

ついては，当該不開示部分を開示しても，訟務部局内部における

検討・協議に支障を来したり，上司から各事件担当者に対し，訴

訟対応についての的確な指示がされなくなるおそれ又は国等の訴

訟対応方針について一方的な評価や誤解を招くおそれがあるとま

では認められないので，法１４条７号ロ及び６号の不開示情報に

該当せず，開示すべきである。 
 
 



 

【個情７８条７号ヘ（旧行個１４条７号ニ，旧独個１４条５号ヘ）関

係】 

 
22 答申１８（独個）２ 

「本人が岐阜大学に提出した

能力評価表（自己評価表）の

不開示決定に関する件」 

 

・ 能力評価表につき，独個

法１４条５号ヘ該当性を認

めたもの 

２ 不開示情報該当性について 
ウ 不開示情報該当性 

   岐阜大学が平成１６年９月に実施した能力評価制度（自己評価制

度）は，上記諮問庁の理由説明書，口頭説明及び試行対象の各職員

あて実施通知文書からみて，平成１７年４月に予定していた新人事

評価制度の本格実施に先立ち，その円滑・有効な運用の確保等を目

的として試行的に実施したものと認められるが，平成１７年度から

実施されている制度とは異なり，評価結果を被評価者（本人）にフ

ィードバックすることは全く想定しておらず，各職員もそのように

受け止めていたと思われ，また，このことから，一次評価者も自身

が記載した評価内容が被評価者（本人）に開示されることは想定せ

ずに記載・表現していると考えられる。 
   このため，当該部分を本人に開示すると，結果として職場全体の

業務遂行に影響が及ぶとともに，公正かつ円滑な人事の確保に支障

を及ぼすおそれがあるとの諮問庁の説明は，合理的なものと考える。 
したがって，当該部分は，法１４条５号ヘに該当し，不開示とす

ることが相当である。 
5-36 答申５（行個）２２ 

「本人に係る職員指導記録

簿の一部開示決定に関する

件」 

 

・ 職務指導記録簿に，本

人が知り得る内容が書か

れていても，当該記録簿

の作成目的等を考慮し，

法７８条７号ヘ該当性を

認め，不開示妥当とした

例 

 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）別表の番号４及び番号９について 

  ア 諮問庁から提示を受けた「『職員指導記録簿』の取扱いについ

て（事務運営指針）」を確認したところ，本件文書は，職員の身

上把握の充実及び職員の勤務状況等の確実な記録により，非行

の未然防止と公務の効率的な運営を図るために作成されるもの

であることが認められる。 

  イ また，別表の番号４及び番号９の部分には，審査請求人の身

上関係等について，事実を把握した都度，その発生状況，指示・

指導事項及びその後の状況について具体的に記録されているこ

とが認められる。 

  ウ 上記イの記載内容の中には，直接審査請求人へ指導した内容

等が含まれており，これらは審査請求人が知り得る情報ではあ

るものの，本件文書は，対象となる職員の非行の未然防止のた

めに作成するものであり，また，指導者が対象となる職員の服

務関係の問題事項及び身上関係等について，事実を把握した都

度，その発生状況，指示・指導事項及びその後の状況について

具体的に記録することが予定されているとする上記第３の３

（２）イの諮問庁の説明を踏まえると，これが本人に開示され

ることとなれば，非行の未然防止に関し，指導者が対象となる

職員のどのような事項について問題意識や関心を持っていたの

かなどが明らかになるものと認められる。 

  エ そうすると，指導者は，対象となる職員と指導者との間の信

頼関係が失われること等によってその後の業務運営が困難にな



 

ることを恐れ，率直かつ詳細な記載を避け，その結果，正確か

つ詳細な人事情報の把握ができず，処分庁の人事管理事務に関

し公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるなど

とする上記第３の３（２）イの諮問庁の説明は不自然，不合理

とはいえない。 

  オ したがって，当該部分は，法７８条７号ヘに該当し，不開示

とすることが妥当である。 

（２）別表の番号１及び番号６について 

  ア 諮問庁から提示を受けた「『職員指導記録簿』の取扱いについ

て（事務運営指針）」を確認したところ，当該部分は，別表の番

号４及び番号９に記録した事項のうち，対象者の後任の指導者

が了知すべき事項を簡記されるものであることが認められる。 

イ 別表の番号１及び番号６の部分を見分するに，別表の番号４

及び番号９に記録した事項のうち，対象者の後任の指導者が了

知すべき事項が記載されていることが認められ，上記（１）と

同様の理由により，法７８条７号ヘに該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

 （３）別表の番号２，番号３，番号５，番号７及び番号８について 

ア 当該部分には，別表の番号４及び番号９の内容を記録した年

月日並びにその内容の記録者の印影及び検認を行った者の印影

が記録されていることが認められる。 

イ 当該部分を不開示とした理由について，当審査会事務局職員

をして確認させたところ，諮問庁は，上記第３の３（２）イの

説明に加え，以下のとおり説明する。 

  検印・年月日・記録者印欄が職員に開示されることになれば，

記事欄に記載すべき事実を把握した時期，記載の頻度及びおお

よその文章量などが開示されることになり，審査請求人におい

て，実施文書の記載内容を類推することが可能となるおそれが

あるため，「指導者が人事管理上記録することとした内容及び程

度等」が明らかになるおそれがあることから，当該欄も不開示

としたものである。 

ウ 上記イの諮問庁の説明を踏まえると，これが対象となる職員

に開示されることになれば，印影に記されている姓から記録者

を把握し，印影の間隔からその分量を推知することなどによっ

て，別表の番号４及び番号９の部分の内容が類推されるととも

に，指導者がどの程度の頻度で対象となる職員に関する問題事

項等を記録していたのかなどが明らかになるものと認められる

ことからすると，対象となる職員と指導者との間の信頼関係が

失われること等により，正確かつ詳細な人事情報の把握ができ

ず，処分庁の人事管理事務に関し公正かつ円滑な人事の確保に

支障を及ぼすおそれがあるなどとする上記第３の３（２）イの

諮問庁の説明は否定し難い。 

エ したがって，当該部分は，法７８条７号ヘに該当し，不開示

とすることが妥当である。 

 
5-37 答申５（行個）５０９２ ２ 不開示部分の不開示情報該当性について 



 

「本人に係る「人事評価記

録書（期間業務職員・事務

補助員）」等の一部開示決

定に関する件」 

 

・ 常勤職員には人事評価

の全体評語は開示するも

のの，常勤と非常勤との

違い等を理由に，期間業

務職員等の人事評価の評

語について，不開示妥当

とした例 

 

（１）当審査会において本件対象保有個人情報を見分したところ，本

件対象保有個人情報は，審査請求人に係る在職中の人事評価記録

書及び期間業務職員の採用に係る取りまとめ表であり，不開示部

分には，各評価項目の「所見」及び「評語」又は「全体評語」，期

間業務職員の採用に係る「総合評語」及び「再採用に対する管理

者の所見」が記載されていると認められる。 
また，諮問庁から「非常勤職員の適切な指導及び勤務実績の把

握について」の提示を受け，これを確認したところ，期間業務職

員及び事務補助員の人事評価は，補充しようとする官職に必要と

される能力の実証が目的であり，勤務実績が職場の求める水準に

達していない職員に対しては，日々の業務を通じて指導を行うこ

ととしており，評価結果の被評価者への開示についての規定は設

けられていないことが認められる。 
（２）期間業務職員及び事務補助員の人事評価記録書の不開示理由に

ついて，当審査会事務局職員をして，諮問庁に確認させたところ，

上記第３の３に加え，以下のとおり説明する。 
ア 被評価者への開示を前提とする場合には，評価者は，特に下

位の評価は付けづらく，無難な評価となり，評価自体が機能し

なくなるおそれがある。特に非常勤職員の場合，常勤職員の場

合と異なり，雇用契約の継続・更新を含む適否につながること

から，評語の開示の影響については常勤職員よりも慎重な配慮

が必要である。 
イ 評価の評語も参考にしつつ，雇用契約の継続・更新を含む適

否を検討しているが，実際の手続の中では，他の採用希望者の

状況のほか，採用に係る予算の手当の状況などを踏まえて総合

的に判断されているため，評語と採否の関係性について予断を

与えることは避けるべきである。 
（３）以下，検討する。 

ア 本件不開示部分を開示することにより，諮問庁は，上記（２）

のとおり，評価が無難なものになるなどのおそれがあると説明

しているが，このようなおそれは，常勤職員の人事評価におい

てもあり得ることである。そこで，当審査会事務局職員をして

内閣人事局及び人事院の 
ウェブサイトを確認させたところ，常勤職員の人事評価におい

ては，全体評語は原則として開示することとされており，評価

結果の開示は，評価者が被評価者の発揮した能力や果たした役

割がどの水準にあると見ているかがより明確になり，評価者・

被評価者間の理解も深まって，被評価者の成長やパフォーマン

スの向上にもつながるものとされている。その一方，期間業務

職員及び事務補助員の人事評価は，上記（１）のとおり，補充

しようとする官職に必要とされる能力の実証を目的としてお

り，評価結果の被評価者への開示についての規定は設けられて

おらず，勤務実績が職場の求める水準に達していない職員に対

しては，日々の業務を通じて指導を行うとしていることなど，

常勤職員の人事評価とは目的や取扱いが異なっているものと認

められる。 



 

イ そうすると，財務省において，期間業務職員及び事務補助員

の人事評価結果等を開示すべきとされていない以上，本件不開

示部分については，評価者等が，その評価内容が被評価者に対

し開示されないことを想定して記載したものであり，これらを

開示した場合，評価者等と被評価者との間の信頼関係が失われ

ることによってその後の業務運営が困難になることをおそれ，

率直かつ詳細な記載を避け，当たり障りのない記載をする結果，

正確かつ詳細な人事情報の把握ができず，適切な人事評価を行

うことができなくなるほか，期間業務職員の採用や任期の更新

に当たり，適正な判断を下すことが困難になるとする諮問庁の

説明は否定できない。 
ウ 期間業務職員及び事務補助員の人事評価結果等については，

非常勤職員の雇用契約の継続・更新を含む適否につながること

から，これを開示することによる当該非常勤職員の利益も存在

すると思われる。そのため，財務省において，期間業務職員及

び事務補助員の人事評価等の仕組みを検討することが望まれる

が，現時点において，上記イのとおり，適切な人事評価等が困

難となるおそれがあることは否定できず，人事管理に係る事務

に関し，公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあ

ると認められるから，本件不開示部分は，法１４条７号ニの不

開示情報に該当し，不開示としたことは妥当である。 
 

 



 

【個情７８条７号ト（旧行個１４条７号ホ，旧独個１４条５号ト）関

係】 

23 答申１８（行個）６ 

「本人に係る広島大学病院に

対しての指導と返還等の指示

事項等の一部開示決定に関す

る件」 

 

・ 大学病院が行政指導を受

けたという事実の有無を示

すことは７号ホの不開示情

報には該当せず，その内容

を開示しても，大学病院の

企業経営上の正当な利益を

害するおそれがあるとは認

められないとしたもの 

３ 不開示情報該当性について 
 （略） 
  当審査会において見分したところ，「指示事項」には，広島社会保険

事務局が審査請求人に係る広島大学病院の施設基準（診療報酬）の算

定誤りを指摘し，返還手続の実施を求めた旨が記載されているものと

認められる。 
  諮問庁は，広島大学病院が行政指導を受けたことを明らかにするこ

とは，当該医療機関の企業経営上の正当な利益を害するおそれがある

ことから，法１４条７号ホに該当すると説明する。 
  しかしながら，上記２で判断したとおり広島大学病院が行政指導を

受けたという情報は，法１４条７号ホの不開示情報に該当するとは認

められない。また，本件対象保有個人情報は，広島社会保険事務局が

審査請求人からカルテ等の情報提供を受け広島大学病院について確認

調査を行い，施設基準（診療報酬）の算定誤りについて指示を行った

ことに関するものであり，広島社会保険事務局が審査請求人の保険請

求の内容に限って調査を行い，当該病院に返還手続の実施を求めてい

ることからすれば，本件対象保有個人情報を審査請求人に開示したと

しても，広島大学病院の企業経営上の正当な利益を害するおそれがあ

るとは認められない。 
  したがって，本件対象保有個人情報は，法１４条７号ホの不開示情

報に該当するとは認められず，開示すべきである。 
 



 

【個情７９条２項（旧行個（旧独個）１５条２項）関係】 

24 答申１９（行個）９０ 

「特定連帯納付義務者に係る

特定日の「支払決議書（送金）」

の一部開示決定に関する件」 

 

・ 支払決議書の記載のうち

不開示とされた部分につい

て，開示請求者以外の特定

個人の住所及び氏名につい

ては，原処分において開示

するとされていることか

ら，法１５条２項による部

分開示の余地はなく，その

全部を不開示とすることが

相当としたもの 

３ 本件対象保有個人情報の不開示情報該当性について 
諮問庁は，本件支払決議書の住所，氏名及び充当等金額欄の部分に

は，開示請求者以外の特定の個人に関する情報が記載されているため，

当該情報は原則不開示であるが，開示請求者である審査請求人あてに

送付した「還付金充当等通知書」において，既に開示請求者が承知し

ている情報であるという特殊な事情から，原処分では当該部分を開示

していると説明する。 
本件支払決議書の記載内容及び諮問庁の説明から，原処分において

不開示とされた別紙に掲げる部分は，開示するとされている氏名等と

併せて，全体として法１４条２号本文前段に規定する開示請求者以外

の個人に関する情報であって，開示請求者以外の特定の個人を識別す

ることができる情報であると認められる。また，当該情報は，法令の

規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ，又は知るこ

とが予定されているものとは言えないことから，同号ただし書イに該

当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も存しないため，同号

の不開示情報に該当すると認められる。 
次に，法１５条２項に基づく部分開示について検討すると，特定の

個人を識別することができる記述の部分に当たる開示請求者以外の特

定個人の住所及び氏名については，開示請求者である審査請求人は既

に承知しており，原処分において開示するとされていることから，別

紙に掲げる部分については，法１５条２項による部分開示の余地はな

い。 
したがって，本件対象保有個人情報のうち，別紙に掲げる部分は，

法１４条２号の不開示情報に該当することから，その全部を不開示と

することが相当である。 
 
 


